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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成20年3月27日(2008.3.27)

【公開番号】特開2002-246168(P2002-246168A)
【公開日】平成14年8月30日(2002.8.30)
【出願番号】特願2001-36521(P2001-36521)
【国際特許分類】
   Ｈ０５Ｂ   6/76     (2006.01)
   Ｆ２４Ｃ   7/02     (2006.01)
   Ｈ０５Ｋ   9/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０５Ｂ   6/76    　　　Ｃ
   Ｈ０５Ｂ   6/76    　　　Ｄ
   Ｆ２４Ｃ   7/02    ５２１Ｈ
   Ｈ０５Ｋ   9/00    　　　Ｐ

【手続補正書】
【提出日】平成20年2月13日(2008.2.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】特許請求の範囲
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
　【請求項１】　使用周波数が増加すると比誘電率が減少する誘電体を用いた伝送線路。
　【請求項２】　周波数ｆ１での比誘電率をε１、周波数ｆ２での比誘電率をε２とする
とき、ｆ２／ｆ１＝ｋとおくと、ε２／ε１≦１／ｋ2なる誘電体を用いた請求項１記載
の伝送線路。
　【請求項３】　電磁波の基本周波数をｆ１、高調波周波数をｆ２とした請求項２記載の
伝送線路。
　【請求項４】　請求項１ないし３のいずれか１項に記載の伝送線路を減衰溝とした用い
た電磁波遮蔽装置。
　【請求項５】　周波数ｆ１での比誘電率をε１、周波数ｆ２での比誘電率をε２とする
とき、ｆ２／ｆ１＝ｋとおくと、ε２／ε１≒１／ｋ2となる誘電体を減衰溝内に満たし
た請求項４記載の電磁波遮蔽装置。
　【請求項６】　周波数ｆ１での比誘電率をε１、周波数ｆ２での比誘電率をε２とする
とき、ｆ２／ｆ１＝ｋとおくと、ε２／ε１＜１／ｋ2となる誘電体を減衰溝内の一部に
配置した請求項５記載の電磁波遮蔽装置。
　【請求項７】　食品を出し入れできる開口部を有する加熱室と、前記開口部を開閉する
ドアと、前記加熱室内に電磁波を供給して前記食品を加熱する電磁波供給手段と、前記加
熱室と前記ドアとの対向面上に請求項４ないし６のいずれか１項に記載の電磁波遮蔽装置
を有する構成とした電子レンジ。
　【請求項８】　電磁波供給手段は、解凍用の周波数ｆ１と再加熱用の周波数ｆ２にて電
磁波を供給する構成とした請求項７記載の電子レンジ。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】削除
【補正の内容】
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【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　請求項３に記載の発明の伝送線路は、電磁波の基本周波数をｆ１、高調波周波数をｆ２
としたので、基本周波数と高調波周波数に対応できる伝送線路を実現することができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　請求項４に記載の発明の電磁波遮蔽装置は、特に、請求項１ないし３のいずれか１項に
記載の伝送線路を減衰溝として用いたので、簡単な一つの構成で複数の周波数を遮蔽する
ことができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　請求項５に記載の発明の電磁波遮蔽装置は、特に、請求項４記載の電磁波遮蔽装置にお
いて、周波数ｆ１での比誘電率をε１、周波数ｆ２での比誘電率をε２とするとき、ｆ２
／ｆ１＝ｋとおくと、ε２／ε１≒１／ｋ2となる誘電体を減衰溝内に満たしたので、容
易に複数の周波数に対応できる電磁波遮蔽装置を実現することができる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　請求項６に記載の発明の電磁波遮蔽装置は、特に、請求項４記載の電磁波遮蔽装置にお
いて、周波数ｆ１での比誘電率をε１、周波数ｆ２での比誘電率をε２とするとき、ｆ２
／ｆ１＝ｋとおくと、ε２／ε１＜１／ｋ2となる誘電体を減衰溝内の一部に配置したの
で、容易に複数の周波数に対応できる電磁波遮蔽装置を実現することができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　請求項７に記載の発明の電子レンジは、食品を出し入れできる開口部を有する加熱室と
、前記開口部を開閉するドアと、前記加熱室内に電磁波を供給して前記食品を加熱する電
磁波供給手段と、前記加熱室と前記ドアとの対向面上に請求項４ないし６のいずれか１項
に記載の電磁波遮蔽装置を有する構成としたので、周波数が変化したり、高調波の発生が
懸念される場合でも、簡単な構成で外部へ伝搬する電磁波の遮蔽性能を向上することがで
きる。
【手続補正８】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　請求項８に記載の発明の電子レンジは、電磁波供給手段が解凍用の周波数ｆ１と再加熱
用の周波数ｆ２にて電磁波を供給する構成としたので、解凍用の周波数でも再加熱用の周
波数でも同一の電磁波遮蔽装置で電磁波を遮蔽することができる。
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